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１．はじめに

合併協議会の設立が各市町村で相次いでおり，平成の市町村合併への動きが加速している。2005年３月

末が「市町村の合併の特例に関する法律（合併特例法）」（以下，合併特例法）の期限であるから，合併特

例法が適用できる市町村合併の期日まですでに２年を切ったことになる１）。市町村合併が実現するまで調

整にかかる時間を考えれば，現時点での合併協議会の設置状況が，事実上，2005年３月末以後の市町村像

を近似していると考えてよいであろう。

住民の日常生活圏が広がり，現在の狭い行政区域では対応できなくなったことで，日常生活圏に行政区

域を一致させることも市町村合併の目的の一つであるが，ほとんどの場合は極めて財政的な問題に帰着す

る。バブル経済の崩壊後，多くの市町村は厳しい財政運営を余儀なくされている。特に人口規模が小さい

市町村は，市町村合併によって財政基盤を強めざるを得ないであろう。

バブルの後遺症に苦しんでいるのは市町村だけではない。景気の変動に感応的な個人と法人の所得課税

を基幹税とする国と都道府県の税収の落ち込みは，財政の持続可能性を脅かすほどになっている。特に，

国の財政悪化は国に財政を依存している多くの地方公共団体にとって死活問題である。国の財政運営は財

政再建色を強めており，歳出削減が将来的に続くことは明らかである。地方交付税特別会計の借入金が多

額に上る中，地方交付税についても聖域なく減額される方向にあり，これが市町村合併の動きに拍車をか

けている。
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１）本稿の執筆は2003年３月から４月にかけて行われた。この間，総務省が，合併特例法の期限後も財政支援の特例措置を講じるな

どのプランを掲げる動きをみせている。
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市町村合併を促進するために，合併特例法では多くの優遇措置が講じられている。なかでも，合併が行

われた後の10年間，合併算定替によって合併をしなかった場合と同様に地方交付税の算定を行い，その後

５年間は激変緩和措置を行うことと，地方債の元利償還金の一部を基準財政需要額に算定できることは，

このままだと地方交付税が将来的に縮小されると懸念する市町村を合併に向かわせるインセンティブにな

っているといえよう。

このような優遇措置を設定してまで，国が市町村合併を促進させたいのは，将来の財政再建の推進に理由

があるのは明白である。その上で，税源移譲，地方交付税や国庫支出金の削減といった地方分権改革を進め

るためにも，市町村の財政基盤の強化が望ましいことは間違いない。国の立場からみれば，財政基盤の強い

市町村が多くなれば，地方交付税が削減されると期待できる。したがって，国としては市町村合併によって，ど

の程度の地方交付税が縮減できるのか，この問題が将来の財政再建を考えるときに重要なポイントとなる。

また，地方交付税には過度な地域間再分配を行っているという批判がなされている。市町村合併によっ

て，財政的に自立した不交付団体がどのぐらい誕生するのか，不交付団体の人口シェアはどの程度になる

のか，これらの関心事は財政再建という視点だけでなく，地方分権の観点から現在の市町村合併の動向を

評価する上でも重要だといえよう。

そこで，本稿では，現実に行われる可能性の高い市町村合併を想定し，それが地方交付税にどのような

効果をもたらすのかについて，シミュレーションを行うことで明らかにしたい。合併算定替と地方債の特

例によって，市町村合併後もしばらくは地方交付税の縮減効果は限定される。しかしながら，潜在的にど

の程度，市町村合併が地方交付税に影響を与えるかを測定することは，財政再建と地方の財政的な自立と

いう２つの視点から市町村合併を評価する上で重要である。

本稿の構成は以下の通りである。第２節では地方交付税の算定方法について簡単に解説し，市町村合併

が地方交付税に与える影響について考察する。第３節では合併協議会の設置状況について概観する。第４

節ではシミュレーション方法について解説し，分析結果について述べる。最後の第５節では，本稿での論

旨をまとめ，政策的インプリケーションを提示し，今後の課題を指摘してむすびとする。

２．地方交付税の算定方法と市町村合併

この節では地方交付税の算定方法について簡単に述べ，市町村合併によって地方交付税がどのように変

動するかについて考察する２）。

地方交付税は普通交付税と特別交付税に分かれる。特別交付税は普通交付税が確定した後，特別な財政

需要に対して交付されるものであるが，本稿では扱わない。地方交付税の大部分の94％は普通交付税であ

ることからも，本稿の分析の焦点は普通交付税に限定される。したがって，本稿での地方交付税とは特に

断らない限り，普通交付税を示している。

普通交付税額は，基準財政需要額から基準財政収入額を差し引いた，財源不足額がプラスの場合に交付

される。すなわち次の式で示される。

普通交付税額　≒　max（財源不足額 , 0） （1）

where 財源不足額　＝　基準財政需要額　－　基準財政収入額

２）地方交付税の算定方法についての詳細は岡本（1995）などを参照。また，地方交付税に関するシミュレーション分析などについ

てのサーベイは吉田・赤井（2003）にまとめられている。



－87－

普通交付税額はプラスの財源不足額と必ずしも等しいとは限らない。なぜなら，普通交付税総額は地方

交付税総額の94％と定められているので，これが各地方公共団体の財源不足額の合計とは必ずしも一致し

ないためである３）。

財源不足額の算定においては，基準財政需要額と基準財政収入額を確定しなければならない。基準財政

需要額は下記の式で算定される。

基準財政需要額　＝　単位費用　× ｛ 測定単位　×　補正係数 ｝ （2）

基準財政需要額は，測定単位の数値（地方行政サービスの種類ごとに必要となる標準的な財政需要の大

きさ）に，地方公共団体の置かれた条件の差などによる補正（補正係数）を加え，これに単位費用（測定

単位1単位あたりの単価）を乗ずることによって算定される４）。すなわち，基準財政需要額は地方公共団

体にとっての標準的な財政需要の地方行政サービスの積み上げである。一方，基準財政収入額とは，財政

需要を賄うための地方公共団体における収入であるが，その地方公共団体の標準的な税収の一定割合（都

道府県は75％，市町村は75％）が算入される５）。

さて，基準財政需要額は，人口と面積によってそのほとんどを説明できることが，林（1987）や中井

（1988）などの既存研究からも明らかになっている。その理由は，基準財政需要額の算定に用いる測定単

位や補正係数が，多くの場合は人口と面積による基準を利用しているためである。市町村の一人あたり基

準財政需要額を，市町村の人口と面積で回帰した結果は次のようになる。

合併協議会の設置状況と地方交付税

３）たとえば，財源不足額の合計が普通交付税総額を超える場合には，各地方公共団体の普通交付税を全国一律の調整率によって減

額することによって，普通交付税総額に合致させる方法をとる。

４）測定単位とは，地方行政の種類ごとに必要となる標準的な財政需要の多寡を適切に反映する指標であり，たとえば，警察費は警

察官数，道路橋梁費は道路面積・延長などである。

５）したがって，基準財政収入額に算入されない額（留保財源）は基準財政需要額の対象外となっている地方行政サービスにあてら

れる。2003年度より留保財源率は都道府県で25％，市町村で25％である。

図１　一人あたり基準財政需要額と市町村の人口規模（2000年度）
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ln一人あたり基準財政需要額＝13.888－1.491 ln人口＋0.058 （ln人口）2＋0.145 ln面積

（163.254）（－87.073）（66.833） （67.075） （3）

なお，lnは自然対数を意味し，基準財政需要額（単位：1,000円）は総務省『市町村別決算状況調』の

2000年度のデータ，人口（単位：人）と面積（単位：km2）は朝日新聞社『民力CD-ROM』の2000年10月

１日付けのデータを用いている６）。（ ）内はt値であり，すべての説明変数が統計的に強く有意であるこ

とを意味している。また，自由度修正済み決定係数は0.939であり，一人あたり基準財政需要額はそのほ

とんどを人口と面積によって説明することができる。

さらに，被説明変数である一人あたり基準財政需要額を縦軸にして，市町村の人口規模を横軸にしたも

のが図１である。図１には，実際のデータと推定式（3）を用いた理論値が示されている。図１からは，一

人あたり基準財政需要額の対数値は人口規模の対数値に対してゆるやかなU字型を示すことがわかる７）。多

くの市町村は一人あたり基準財政需要額が人口規模に対して逓減する左の部分に属しており，これらの市

町村が合併によって人口規模が大きくなれば，基準財政需要額と地方交付税額が減少する可能性がある。

図２を用いて，以上のことを確認しよう。ひとまず，一人あたり基準財政需要額が人口だけに依存する

図２　一人あたり基準財政需要額・基準財政収入額と市町村合併

６）人口は『平成12年（2000年）国勢調査』（総務省統計局統計調査部国勢統計課編），面積は『全国都道府県市区町村別面積調』（国

土交通省国土地理院測図部調査資料課編）にもとづく。ただし，東京都23区と東京都三宅村（2000年10月１日時点で人口がゼロ）

は推定に用いたデータに含まれていない。また，人口のデータは2000年度であるが，推定にあたっては2001年１月現在の市町村

を想定し，新潟県新潟市（2001年１月1日に黒崎市と新潟市が合併），東京都西東京市（2001年１月21日に保谷市と田無市が合併）

を考慮している。

７）人口規模を基準とする段階補正，密度補正，普通態様補正の存在は，市町村合併で人口が増加した場合に，一人あたり基準財政

需要額を下げることになる。一方，市町村合併によって人口規模が大きくなり，都市が中核市や政令市に昇格する場合，法令に

もとづいて都市に多くの事務の権限が増えるのと同時に，経費の増大に対し，補正などの手段によって，一人あたり基準財政需

要額が増加する。これらの結果，図１の一人あたり基準財政需要額はU字型を描くことになる。



－89－

と考えた場合，先の推定式（3）を示した図１にあるU字型の点の集合はなめらかに描かれ，図２にある

U字型の一人あたり基準財政需要額（理論値）のような曲線になる。つぎに，簡単化のため，一人あたり

基準財政収入額が一定であると考えて，図２に描くことにする。

たとえば，A村の場合，一人あたり基準財政需要額の理論値はAa'であり，A村の人口0Aを乗じて基準

財政需要額の理論値0Aa'aが得られる。一方，一人あたり基準財政収入額Aeから基準財政収入額0Aedが

得られる。前者から後者を差し引けば，財源不足額を示す一人あたり普通交付税額の理論値（Aa'－Ae）

もしくは普通交付税額の理論値dea'aが計算できる。同様に，B町については，基準財政需要額の理論値は

0Bb'b，基準財政収入額は0Bfd，普通交付税額の理論値はdfb'bとなる。

A村とB町が合併し，新たにC市が誕生するとき，C市の基準財政需要額の理論値は0Cc'c，基準財政収

入額は0Cgd，普通交付税額の理論値はdgc'cとなる。このとき，図２においては，合併前のA村とB町の

普通交付税額の理論値の合計（dea'a＋dfb'b）は，合併して誕生したC市の普通交付税額の理論値dgc'cよ

りも大きい。したがって，この場合は，合併によって地方交付税額が削減されることになる。

反対に，合併の方法によっては，基準財政需要額が大きくなり，地方交付税額が増加する場合もある。

図１と図２に掲げたように，市町村の人口がある規模（図２ならばh点）を超えたとき，一人あたり基準

財政需要額は増加する。いわゆる「最適都市規模」とは，一人あたり歳出が最小となる人口規模を指すこ

とが多いが，一人あたり基準財政需要額においても最小点が存在し，市町村合併によって市町村の人口規

模が一人あたり基準財政需要額の最小点を超えたとき，基準財政需要額が人口要因によって増加すること

になる８）。すなわち，すでに人口規模の大きな市町村が合併するとき，場合によっては基準財政需要額が

大きくなり，地方交付税が増加する可能性もある。

ところで，各市町村が，地方交付税の交付団体もしくは不交付団体となるかは，図２のk点を境界にし

て区別される。各市町村がk点より左側にある場合には一人あたり基準財政需要額（理論値）が一人あた

り基準財政収入額を上回っており，財源不足が生じているために交付団体となる。一方，k点より右側に

ある場合には一人あたり基準財政需要額（理論値）が一人あたり基準財政収入額を下回っており，財源不

足が生じないために不交付団体となる。

加えて，推定式（3）にあるように，一人あたり基準財政需要額が面積にも依存することを考慮する必

要がある。図１において各市町村が，図２に示した一人あたり基準財政需要額（理論値）の曲線上に必ず

しも位置しないのは，各市町村の面積の違いによっても基準財政需要額が異なるためである。推定式（3）

は，一般的に面積の大きい市町村は相対的に財政需要が大きくなることを示している。図２では，たとえ

ばA村と同規模の人口をもつが，A村よりも面積が大きいα村が存在する場合には，α村の一人あたり基

準財政需要額（理論値）は，一人あたり基準財政需要額（理論値）の曲線上のa'点よりも高いα'点の位置

で表現される。すなわち，一人あたり基準財政需要額が面積にも依存することは，図２における一人あた

り基準財政需要額（理論値）の曲線の切片が上下することを意味している。

合併協議会の設置状況と地方交付税

８）たとえば，吉村（1999）や西川（2002）などが，市町村の一人あたり歳出を被説明変数として，人口や面積で回帰することで，

「最適都市規模」の測定を試みている。これらの推定方法に対する批判を林（2000,2002）が行っている。本稿では歳出規模ではな

く，基準財政需要額を推定していることに違いがある。また，林の主な批判は社会環境変数を導入すれば「最適都市規模」は市

町村によってまちまちであるという指摘であるが，本稿では市町村合併にともなう人口と面積の規模拡大による一人あたり基準

財政需要額の変化を測定することに焦点をあてており，「最適都市規模」を模索することを目的とはせず，合併協議会の現在の設

置状況をもとにして，市町村合併を地方交付税の観点から評価することを目的としている。なお，推定式（3）から得られる一人

あたり基準財政需要額の最低点は38.2万人である。
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したがって，市町村合併により，面積が広くなれば，基準財政需要額は増加する。人口規模が大きくな

ることによる基準財政需要額の削減額（場合によっては増加額）と，面積規模が広くなることによる増加

額が相殺されることで，基準財政需要額ならびに地方交付税額への純粋な効果が得られることになる。市

町村合併が実現したとしても，合併に参加する市町村の人口が少なく，かつ面積が広い場合，合併後の新

たな市町村における基準財政需要額の削減効果は小さくなるか，むしろ増加する可能性すらある。

これまでの議論により，地方交付税額は合併後に実現する市町村の人口と面積の規模に依存することが

表１　市町村数と合併協議会の設置状況　（合併パターン）
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わかる。そこで，次節では合併後の市町村の将来像を近似的に表していると考えられる，現時点の合併協

議会の設置状況について述べよう。

３．合併協議会の設置状況

合併特例法は，市町村合併を進めるために，合併協議会の設置を要求している。合併特例法に準じた合

併協議会が法定協議会であるが，法定協議会に至る準備段階として任意協議会や各種研究会等も存在する。

2005年３月31日までに合併することが，現在の合併特例法を適用する前提条件であるから，すでに同法

が適用される市町村合併までの期限は２年を切っている。市町村合併を実現するためには，最低限数年間

の時間を要すると考えられるから，現時点の合併協議会の設置状況は，将来の近似的な合併マップである

ととらえることができる９）。そこで，本稿の次節以降のシミュレーションでは，合併協議会の設置状況を

合併パターンとして採用する。

表１の左の列は2003年１月時点の市町村数を都道府県ごとに示したものである10）。市町村数について東

京都は23区を含んでおり，先の基準財政需要の推定に用いた2001年１月現在のデータを更新し，2003年１

月時点にまでに合併がなされた市町村についても考慮されている11）。また，合併パターン①とは，法定協

議会を設置している市町村がそのまま合併した場合であり，合併パターン②は法定協議会に加えて任意協

議会を設置している市町村がそのまま合併した場合を想定している。

法定協議会と任意協議会を構成する市町村については2003年１月の総務省資料（2003）にもとづいてい

る12）。なお，ここで任意協議会とは「活動について首長の承認を得ていること，合併について継続的・具

体的な検討，協議を行っているものを対象に各都道府県に照会し，回答のあったもの」とされている。

また，合併パターン①②の作成に関しては，以下の２つの仮定をおいている。第一に，複数の合併協議

会に参加している市町村については，仮に合併が実現したときに人口規模が大きくなる方を当該市町村が

選択すると仮定して合併パターンを作成した。ただし，そのような市町村はわずかである13）。第二に，県

境を超えて合併協議会に参加している市町村は，人口規模が大きい方の市町村が所属する県に帰属すると

合併協議会の設置状況と地方交付税

９）合併マップとしては，市町村合併問題研究会（2001）があるが，都道府県によってはいくつものパターンがあり，ひとつの合併

パターンを確定できない。また，PHP総合研究所（2002）には都道府県と市町村の大胆な合併マップが示されている。

10）2003年１月以後の市町村合併については表１には反映されていない。

11）このケースに該当するのは９つの市町である。具体的には，茨城県潮来市（2001年４月１日に潮来市と牛堀町が合併），埼玉県さ

いたま市（2001年５月１日に浦和市，大宮市，与野市が合併），岩手県大船渡市（2001年11月15日に大船渡市と三陸町が合併），

香川県さぬき市（2002年４月１日に津田町，大川町，志度町，寒川町，長尾町が合併），香川県久米島町（2002年４月１日に仲里

町と具志川町が合併），茨城県つくば市（2002年11月１日につくば市と茎崎市が合併）である。

12）静岡県静岡市と清水市の法定協議会は2002年４月30日に解散していており，総務省資料（2003）には反映されていないため，分

析の考慮の外におく。

13）具体的には，秋田県中仙町，千葉県栄町，山梨県上九一色村，長野県武石村，岐阜県池田町，岐阜県武芸川町，山口県阿知須町，

徳島県吉野町，福岡県北野町，福岡県大木町，大分県野津町である。また，総務省資料（2003）には，法定協議会と任意協議会

の他に「その他」研究会・勉強会の設置状況も示されている。「その他」とは「合併を視野に入れた研究会・勉強会等を対象に各

都道府県に照会して回答のあったもののうち，複数の市町村又は市町村議会が組織として参加していると認められるもの」とさ

れている。本稿で「その他」研究会・勉強会を合併パターン③として採用しなかったのは，「その他」研究会・勉強会は現時点で

合併に至る実現可能性が低いと考えられることと，かなりの市町村が複数の「その他」研究会・勉強会にまたがって参加してお

り，合併パターンを作成するのが困難なためである。
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考えている14）。

表１からは，市町村数の将来を展望できる。法定協議会のみの合併パターン①の市町村数は2,639，任

意協議会を加えた合併パターン②では1,990となる。総務省は市町村数を1,000程度まで絞り込むことを目

標としているようであるが，現在の合併協議会の設置状況を考えれば，その目標を達成するのはまだまだ

難しいようである。現在の市町村数と合併パターン①②の市町村数の変化率を合併協議会の設置割合とし

て表１に掲げているが，合併パターン①では18.55％，合併パターン②では38.58％となっている。

都道府県ごとにみれば，合併協議会の設置状況はまちまちであることがわかる。法定協議会のみの合併

パターン①では，長崎県（65.82％），佐賀県（63.27％），愛媛県（60.00％）において高い設置割合となっ

ている一方で，岩手県，東京都，神奈川県，富山県，宮崎県には法定協議会が存在しない。任意協議会を

加えた合併パターン②では，佐賀県（81.63％），長崎県（74.68％），大分県（70.69％）において７割を超

える高い設置割合となっているが，岩手県と東京都では任意協議会は存在していない。

このような合併パターンが市町村の将来像だととらえたとき，地方交付税額はどのように変動するであ

ろうか。次節では，本節で述べた現在の法定協議会と任意協議会を新たな合併後の市町村の姿だとみなし，

合併後の基準財政需要額と地方交付税額のシミュレーションを実行することになる。

４．市町村合併にともなう地方交付税のシミュレーション分析

本節では前節で作成した合併パターン①②にしたがった場合に，基準財政需要額と普通交付税額がどの

ように変化するかについて，シミュレーション分析によって明らかにする。シミュレーションの手順を以

下に示そう。

４．１．シミュレーション方法

前節で述べた２つの合併パターンにしたがって，合併する市町村の単位ごとに（１）「合併前の財源不

足額」と（２）「合併後の財源不足額」を一人あたり基準財政需要額の推定式（3）などを用いて算出し，

最後にこれらを用いて，（３）「市町村合併による基準財政需要削減効果と地方交付税削減効果」を測定す

る15）。具体的なシミュレーションの手順は以下の通りである。以下の解説においては，図２も同時に参照

されたい。

（ステップ１）「合併前の財源不足額」の算出

まず，推定式（3）を用いて，「合併前の各市町村の基準財政需要額の理論値」を算出する。図２では，

A村の基準財政需要額の理論値は，一人あたり基準財政需要額の理論値Aa'とA村の人口0Aとの積である

面積0Aa'aによって表される。同様にB町の基準財政需要額の理論値は面積0Bb'bで表される。

合併前の基準財政需要額の理論値

＝ 合併前の一人あたり基準財政需要額の理論値×合併前の人口

14）長野県山口村と岐阜県中津川市の法定協議会のみがこのケースに該当し，合併後は岐阜県に所属する。また，2003年４月１日に

埼玉県幸手市と茨城県五霞町の法定協議会が設置されたが，総務省資料（2003）には反映されていないので，本稿の分析の対象

外とした。

15）すなわち，推定されたパラメータは合併前後を通して変化しないと考えている。
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つぎに，合併パターンにしたがって，上で得られた合併前の各市町村の基準財政需要額の理論値を合計し，

「合併前の基準財政需要額の理論値の合計」を算出する。図２では，「合併前の基準財政需要額の理論値の合

計」はA村，B町のそれぞれの基準財政需要額の理論値の合計（0Aa'a＋0Bb'b）によって表現される。

合併前の基準財政需要額の理論値の合計＝Σ合併前の各市町村の基準財政需要額の理論値

さらに，「合併前の基準財政需要額の理論値の合計」と，「合併前の基準財政収入額の合計」との差を

「合併前の財源不足額」と定義する。ここで，「基準財政収入額の合計」は，各市町村の「合併前の基準財

政収入額」を合併パターンにしたがって集計したものである。図２では，A村の基準財政収入額は一人あ

たり基準財政収入額AeとA村人口0Aとの積である面積0Aedによって表される。同様にB町の基準財政収

入額は一人あたり基準財政収入額BfとB町人口0Bとの積である面積0Bf'dによって表される。

基準財政収入額の合計＝Σ合併前の各市町村の基準財政収入額

合併前の財源不足額

＝合併前の基準財政需要額の理論値の合計－基準財政収入額の合計

（ステップ２）「合併後の財源不足額」の算出

まず，推定式（3）を用いて，「合併後の市町村の基準財政需要額の理論値」を算出する。図２では，A

村とB町の合併によって誕生したC市の基準財政需要額の理論値は，一人あたり基準財政需要額Cc'とC市

の人口0Cとの積，すなわち面積0Cc'cによって表される。

合併後の基準財政需要額の理論値

＝ 合併後の一人あたり基準財政需要額の理論値×合併後の人口

さらに，「合併後の基準財政需要額の理論値」と，先に求めた「基準財政収入額の合計」との差を「合

併後の財源不足額」と定義する16）。図２では，C市の基準財政収入額は，一人あたり基準財政収入額Cgと

C市の人口0Cの積である面積0Cgdによって表されている。「合併後の財源不足額」は，一人あたり基準財

政需要額Cc'と一人あたり基準財政収入額Cgとの差である一人あたり財源不足額gc'と，C市の人口0Cとの

積である面積dgc'cで表される。

合併後の財源不足額

＝合併後の基準財政需要額の理論値の合計－基準財政収入額の合計

（ステップ３）「市町村合併による基準財政需要削減効果と地方交付税削減効果」の測定

「市町村合併による基準財政需要削減額」は「合併後の基準財政需要額の理論値」と「合併前の基準財

政需要額の理論値の合計」との差によって表される。つぎに，「市町村合併による地方交付税削減額」は

合併協議会の設置状況と地方交付税

16）簡単化のため，基準財政収入額は合併前後で変化しないと考えている。
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「合併後の財源不足額」と「合併前の財源不足額」との差によって表される。図２では，「市町村合併によ

る基準財政需要の削減額」は，合併によって誕生したC市の基準財政需要額の理論値である面積0Cc'cと，

A村とB町の基準財政需要額の理論値の合計である面積（0Aa'a＋0Bb'b）との差で表される。また，「市町

村合併による地方交付税の削減額」は，「合併後の財源不足額」である面積dgc'cと，A村の財源不足額で

ある面積dea'aとB町の財源不足額である面積dfb'bとの合計との差で表される。

市町村合併による基準財政需要の削減額

＝合併前の基準財政需要額の理論値の合計－合併後の基準財政需要額の理論値

市町村合併による地方交付税の削減額＝合併前の財源不足額－合併後の財源不足額

４．２．シミュレーション結果

表２は市町村合併による基準財政需要と普通交付税の削減額を都道府県ごとに示している。法定協議会

のみの合併パターン①の場合，基準財政需要額は3,669億円，普通交付税は3,683億円の削減となる。任意

協議会を加えた合併パターン②の場合は，基準財政需要額は7,093億円，普通交付税は7,128億円の削減と

なる。

総務省『市町村別決算状況調』より，2000年度の市町村の基準財政需要額の合計は234,017億円，市町

村に対する普通交付税額の合計は88,983億円であるから，シミュレーション分析で得られた削減額はそれ

ほど大きくはない。合併パターン①の基準財政需要額の削減率は1.57％，普通交付税は4.14％にすぎない。

合併パターン②でも，基準財政需要額の削減率は3.03％，普通交付税は8.01％にとどまる。したがって，

現時点の市町村が合併協議会を設置して進めている市町村合併の程度では，地方交付税の大きな削減は期

待できず，国の財政再建にもさほど寄与しないことになる。

さて，この結果を都道府県ごとに眺めてみよう。もちろん，合併協議会を設置していない都県（岩手県，

東京都，神奈川県，富山県，宮崎県）の削減額はゼロになっている。多くの府県において，基準財政需要

額と普通交付税額の削減額が一致しているが，たとえば静岡県のように一致していない場合もある。これ

は，合併後の基準財政需要額が，基準財政収入額を下回ってしまう場合，その市町村は不交付団体となる

から，普通交付税の削減額に上限が存在するからである。

ここで，注目すべきなのは，北海道，栃木県，埼玉県であり，基準財政需要額と普通交付税額が削減さ

れるのではなく，反対に増加している。この原因は，（a）一人あたり基準財政需要額の最小点の人口規模

を超えた比較的大規模の合併が行われる，もしくは（b）人口が少なく，かつ面積の広い市町村が合併す

ることで，人口規模の拡大による一人あたり基準財政需要の減少を，面積の拡大による基準財政需要の増

加が凌駕する，という２つのいずれかの効果が存在していると推測される。

この現象に関して，分析結果をより詳しくみたものが表３である。表３には市町村合併によって基準財

政需要額が増加する法定協議会をすべて抽出し，法定協議会を構成する市町村を左の列に示しており，右

の列には反対に基準財政需要額が減少する法定協議会を構成する市町村を示している。ただし，後者につ

いては基準財政需要の減少額に関して上位６位までの法定協議会のみを掲げている。

表３から，基準財政需要額が増加する現象には２つ合併パターンが存在することが読みとれる。その１

つは，人口規模がある程度が大きい中核となる都市が存在し，その都市を中心にして周辺の小規模な市町

村が編入するという形態である。このようなケースでは，中核となる都市が規模の経済を享受できる人口
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規模をもともと実現しているので，合併によるさらなる人口増加はより小さい基準財政需要の削減効果し

かもたらない。その代わり，合併による面積の拡大は基準財政需要を大きく増加させる要因として作用し

ている。もう１つは，人口密度の高い中核となる都市に，人口密度の疎らな市町村が編入するという形態

である。このようなケースでは，合併によって（人口と比べて）面積が大きく拡大するために，基準財政

需要が増加する傾向が現れている。各市町村の人口密度を，基準財政需要額が増加する法定協議会と減少

する法定協議会の両者で比較すれば，基準財政需要額が増加する法定協議会よりも，減少する法定協議会

を構成する市町村の方が，人口密度のばらつきが小さい。表３に掲げた市町村の人口密度の変動係数を法

定協議会ごとに計算し，それらの平均をとれば，基準財政需要が増加する合併協議会は0.9682，基準財政

需要が減少する合併協議会は0.7077となっている。

合併協議会の設置状況と地方交付税

表２　市町村合併による基準財政需要と普通交付税の削減額
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ところで，市町村合併の促進は，国の財政再建だけのためになされる政策ではないはずである。いまひ

とつの目的には，地方公共団体の財政的な自立が掲げられることになるであろう。すなわち，地方交付税

で考えれば，不交付団体の数や，不交付団体の人口の全体に対するシェアが増加すれば，財政的に自立し

た市町村が増えることとなり，市町村合併の促進が，地方分権の観点から意味を持つことになる。

そこで，これまでのシミュレーション分析における不交付団体の数と，不交付団体に所属する住民の人

口シェアについて掲げているのが表４である。表４によると，2003年１月現在の市町村において，不交付

団体は74であり，市町村の全体に占める割合は2.28％，不交付団体の人口シェアは5.12％となっている。

すなわち，市町村の97.2％は交付団体であり，その人口シェアは94.88％にものぼっている。この数字が大

きいことが，地方交付税が過度な地域間再分配を行っているのではないか，という批判の根拠になってい

る。これらのシェアは市町村合併でどのように変化するのだろうか。

表３　基準財政需要の増減と合併協議会を構成する市町村



表４には合併パターン①②の不交付団体数と人口シェアを掲げている。合併パターン①の不交付団体数

は71，全体に占める割合は2.68％，人口シェアは5.06％であり，合併パターン②の不交付団体数は67，全

体に占める割合は3.35％，人口シェアは5.10％である。現在の法定協議会と任意協議会の設置状況を反映

させた市町村合併が実現したとしても，不交付団体数はむしろ減少し，人口シェアもさほど変わらない。

すなわち，現在の合併協議会にしたがった市町村合併では，地方交付税を大幅に削減することはなく，

さらには不交付団体も増やすことにはならない。これは，現在の合併協議会の設置状況では，財政再建と

地方の財政的な自立を大きく前進させられないという重みのある結論である。

５．むすび

本稿では，法定協議会や任意協議会の設置状況を反映した市町村合併の実現によって，基準財政需要額

や地方交付税額がどのような影響を受けるのかについて，シミュレーション分析を行った。

簡単に結果をまとめよう。法定協議会のみの設置状況を反映した合併パターン①と任意協議会を加えた

合併パターン②を考慮すれば，市町村数は現在の3,240から，2,639（①法定協議会）もしくは1,990（②法
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表４　不交付団体数とその割合ならびに人口シェア



定協議会＋任意協議会）まで減少する。総務省は1,000程度の市町村数を目標にしているといわれている

から，現時点で設置されている合併協議会の状況だけではまだ目標を達成できていないことになる。

これらの合併パターンにしたがって市町村合併が行われた場合，基準財政需要と普通交付税の削減額は，

最大でも0.7兆円程度にとどまる。すなわち，市町村合併によって地方交付税を削減し，国の財政再建を

進めることは，かなり困難であることが示された。また，これらの合併パターンにしたがった市町村合併

は，不交付団体数やその人口シェアをむしろ減少させてしまう。したがって，市町村合併を進めても，国

から自立した地方公共団体を輩出することは困難である。

以上の分析結果を踏まえつつ，図３を参照されたい。図３には，2003年１月現在と合併パターン①②の

市町村数を人口規模で並べている。たとえば，5,000人未満の市町村は2003年１月現在に724あるが，法定

協議会による合併パターン①だと503，任意協議会を加える合併パターン②だと290にまで減少することが

わかる。

本稿の分析結果を踏襲すれば，基準財政需要額を減少させ，地方交付税を削減するためには，小規模で

かつ人口密度のばらつきの少ない市町村が多数集まって合併協議会に参加することが必要だと考えられ

る。図３からは，2003年１月，合併パターン①，合併パターン②と推移することによって分布の山の頂上

が右へ移動し，合併協議会が確実に合併までたどり着ければ，順調に市町村合併が推進されるかのように

読みとれる。しかしながら，合併パターンによる地方交付税の削減額が小さかったことを考えれば，国の

財政再建を進めるにあたっては，特に小規模の市町村については，よりいっそう合併がなされ，図３にあ

る分布の山の頂上をより右へもってゆくことが望ましいといえる。

一方，人口規模の大きな合併については，合併後の基準財政需要額が増加する可能性があるため，国の

財政再建にとってはマイナスであるが，強い都市の誕生は，地方分権の推進の観点からは望ましいことで

ある。都市化が進むことによって，特別な財政需要が発生することは当然であり，むしろ，基準財政需要

額が増加に対応した歳入面での何らかの拡充が必要である。すなわち，大規模都市については，税源移譲

によって財政需要への対応が図られることが，地方分権を推進するために求められる。このとき，規模の

大きな合併が実現した場合には，誕生した大都市に対して税源移譲を優先的に行うことで，市町村合併へ

－98－

会計検査研究　№28（2003.9）

図３　市町村数と人口規模



のインセンティブを高めることを検討してもよい。

また，地方分権化のために財政的に自立した市町村を輩出することを目的として，現時点の市町村合併

だけを進めることにも限界がある。不交付団体数や不交付団体に居住する人口のシェアが，合併協議会に

したがった市町村合併によって高まらないことを考えれば，市町村合併よりも，やはり税源移譲によって

直接的に基準財政収入額を増やし，不交付団体を増やしてゆくことが効果的であろう。

最後に，本稿における課題を述べてむすびとしたい。

第一に，本稿の分析においては，合併特例法による10年間の合併算定替の特例措置を考慮していない。

合併算定替の特例措置では，合併後でも基準財政需要額の算定は合併前の市町村ごとに仮計算を行って合

算するため，10年間は特例措置が続くことで基準財政需要額は削減されない。したがって，基準財政需要

額の削減効果は，合併後に直ちに現れるわけではなく，少なくとも10年間は据え置かれることになる。ま

た，その後の５年間も激変緩和措置が講じられる。しかしながら，現在の市町村合併を財政再建の立場か

ら評価するひとつの目安として，本稿では合併算定替の特例措置を考慮の外におくことにした。

第二に，将来における人口変動を考慮していないことである。わが国では近い将来に総人口が減少局面

に入る。現在でも，すでに人口が減少している地域が一部に存在する。特に過疎化が進む市町村において

は，進行する人口減少は無視できない要因であろう。一人あたり基準財政需要額は人口規模に対して逓減

するから，人口減少は一人あたり基準財政需要額を増加させる。市町村合併が進んだとしても，基準財政

需要額の削減が人口減少によって相殺される可能性が高く，地方交付税の削減幅も小さくなるであろう。

したがって，将来の人口減少を考慮すれば，本稿で得られた結果よりも，地方交付税の削減額はさらに小

さくなる可能性を強調しておきたい。

以上については，今後の課題としたい。
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